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１．はじめに 
航空交通管制では、航空交通の安全および

効率的運航のために、航空交通管制官が最低限

確保すべき航空機間の間隔（管制間隔）の基準

を定めている。 
レーダの覆域外となる洋上の空域では、短

波無線通信による１時間に１回程度のパイロッ

トの位置通報により、管制官は航空機の位置を

把握している。このため、レーダ覆域内に比べ

10 倍以上大きい管制間隔の基準となっている。 
日本と北米を結ぶ北太平洋の洋上航空路

（北太平洋航空路）では、1998 年 4 月 23 日ま

では進行方向の縦間隔は 10 分または 15 分、横

間隔は 100 NM（1 NM=1852 m）、高さ方向の

垂直間隔は 2000 ft（1 ft=0.3048 m）であった。 
著者らは、北太平洋航空路の安全性の評価

および航空交通のより効率的な運航を図るため

の管制間隔基準の短縮可能性を検討している。

その成果もあり、北太平洋航空路では、航法装

置の性能向上などを背景に、1998 年 4 月 23 日

から RNP（航法性能要件）10 承認機に対し 50 
NM 横間隔が適用された。更に 2000 年 2 月 24
日から短縮垂直間隔承認機に対しフライトレベ

ル（FL）410（41,000 ft に相当）以下の高度で

1000 ft 垂直間隔が適用された。 
 洋上航空路の安全性評価では、安全性の尺度

として数学モデルに基づく衝突危険度がしばし

ば用いられる。この評価には、航空機の航法性

能や交通流の特性を反映するパラメータの実測

データによる推定を要する。 
 近接通過頻度は衝突危険度モデルの重要なパ

ラメータの一つで、航空機同士が進行方向です

れ違う頻度の期待値である。この値はルート構

成、飛行便数などにより変わる。この値の推定

例は幾つかある[6],[7],[9]が、長期間に亘る値の変

化の調査報告は見あたらない。そこで、連続し

た約７年分の飛行計画情報を用いて月毎の横方

向および垂直方向の近接通過頻度を計算し、そ

の変化を調べた。本稿では、その方法と結果を

述べる。 
 
２．衝突危険度モデル 
2.1 概念 

 衝突危険度モデル[1]は 1966 年に Reich によ

り提案され、現在は国際民間航空機関の管制間

隔検討パネルで改良されたもの[2]が用いられて

いる。 
 このモデルでは、航空機を直方体と考える。

航空機は予め管制機関により割り当てられた経

路の中心線上を飛行することが期待されるが、

実際には航法誤差や人的ミス等のために割当経

路や割当高度から逸脱して飛行する可能性があ

る。この逸脱により管制間隔を喪失し、たまた

ま両機（２つの直方体）が三次元的に重なった

場合を衝突と考える。衝突危険度モデルでは、

縦、横、高さの各方向で重なる確率および頻度

をそれぞれ推定し、それらの積として衝突危険

度を求める。 
 
2.2 計算式 

衝突危険度 Nar（r=y または z）は、航空路シ

ステム内の航空機が単位飛行時間あたりに横

(y)または垂直(z)間隔を喪失して起こる衝突事

故件数（１衝突は２事故とみなす）の期待値で

あり、次式で計算できる[2]。 
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記号の意味は次の通りである。 
Py(Sy): 横方向重畳確率（Syだけ離れた経路を同

一高度で飛行する航空機対が横方向で

重なる確率） 
Pz(Sz): 垂直方向重畳確率（同一経路で Szだけ離

れた隣接高度を飛行する航空機対が垂

直方向で重なる確率） 
Nx

r(o/s): r（横または垂直）方向の反航／同航近

接通過頻度 



 

K(o/s): 航空機の大きさや相対速度に関わる値 
 横間隔喪失による場合は Sz=0、垂直間隔喪

失による場合は Sy=0 として計算する。 
 
３．近接通過頻度[3] 
ある航空機が隣接経路上を同一高度で飛行

する航空機と進行方向で重なる事象を横方向近

接通過と呼ぶ。同様に、同一経路上を隣接高度

で飛行する航空機と重なる場合を垂直方向近接

通過と呼ぶ。  
図１ 近接通過の２つの形態 図１に示すように両機の進行方向が同じ場合

を同航近接通過、反対の場合を反航近接通過と

呼ぶ。図では横方向の場合を示したが、垂直方

向の場合も同様である。本稿では、同航を s、
反航を o の文字で表す。 

 
 

近接通過頻度は単位飛行時間あたりの近接

通過機数の期待値である。観測時間内に考察空

域内で起こる r 方向の近接通過の回数を   

np
ｒ(o/s)、各航空機が考察空域内の通過に要し

た時間の総和を H とすると、近接通過頻度

Nx
r(o/s)は次式で求められる。 
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図２ 評価対象空域（北太平洋航空路） 
 

Nx
r(o/s)の単位は［機／飛行時間］である。ま

た、１回の近接通過に２機が関与するために２

を掛けている。 

本稿では文献[5]を参考にして、K(o)、K(s)の値

をそれぞれ 1.017、1.576 として計算した。 
 以下では 1000 ft 垂直間隔での垂直方向同航

近接通過頻度を Nx
z1000(s)、50 NM 横間隔での横

方向反航近接通過頻度を Nx
y50(o)のように表す。 

 実際の計算では、経路を幾つかの単位に分割

し、分割単位毎に近接通過回数および飛行時間

を計算した。そして、次式により全体の

Nx
r(o/s)を求めた。 

 
４．対象空域 
 図２の破線で囲まれた空域を近接通過頻度

の計算対象とした。これは、北太平洋航空路に

おける日本の管轄空域（東京 FIR（飛行情報

区）内）である。北太平洋航空路は５本の経路

（北から R220, R580, A590, R591, G344）で構

成される。図中の矢印は飛行方向を示す。これ

は 1997 年 5 月下旬を境に変更されている。 
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ここで、(np
r(o/s))i、Hi はそれぞれ分割区間 i に

おける近接通過回数と総飛行時間を表す。 
同航と反航の近接通過頻度の衝突危険度への

関与の程度をまとめて把握できる量として、等

価反航近接通過頻度 Nx
r(e)がある。これは次式

で計算できる。 

北太平洋航空路では表１に示すようにルー

トの構成が変更されている。対象機は、図２に

示す空域を高度 FL290 以上 FL410 以下で飛行

したすべての航空機とした。尚、1998 年 4 月

23 日以前の R580 と R591 に対しては、高度

FL280 以上 FL410 以下とした。 
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① ルートセグメント端での近接通過は 0.5 回と

計数。 
表１ 北太平洋航空路の管制間隔基準の遷移 
  縦間隔はマックナンバー適用時は 10 分 

 ② 経路変更の際、経路間を飛行中の近接通過

は無視。 

 

③ 高度変更時は、直前に通過した FIX で直ち

に高度を変更したと見なして計算。 
 
７．平均飛行時間  

 図４に経路毎の各月の１日の平均飛行時間

の変化を示す。近接通過頻度を計算するために

求めた月毎の総飛行時間を月の日数で割り、１

日の平均飛行時間を求めた。R220 がもっとも

長く、次いで概ね A590、R580、R591、G344
の順となっている。尚、紫色の線は G344 の、

黒い線は R591 の平均飛行時間を表す。R220で
は９月頃短くなる年がある傾向が窺える。  

 
５本の経路の総計を見ると、月毎の変動も

大きいが、緩やかな増加傾向が窺える。図中に

回帰直線を示した。相関係数は 0.69 であった。

2001 年 9 月から数ヶ月間落ち込んでいるのは、

同時多発テロの影響であろうと考える。 

図３ 経路対に対する経路分割の概念 
 
 
５．使用データ 

近接通過頻度の計算には、1996 年 1 月 1 日

から 2003 年 1 月 31 日までの 7 年 1 ヶ月分の飛

行計画情報を使用した。飛行計画情報には、便

名、機種名、経路上の各位置通報点（FIX と呼

ぶ）の通過時刻、飛行高度等が記載されている。

FIX は航空機が上空を通過する際に、管制官に

航空機の現在位置を知らせる目的で位置通報

（通過時刻、飛行高度等の報告）を行う地点で

ある。尚、FIX 通過時刻は実際の通過時刻と最

大 3 分の差異がある場合がある。 

尚、ジェット気流の影響か、東行き便の飛

行時間は西向きのそれより短くなる傾向が報告

されている[4]。 
 
８．近接通過頻度の計算結果 

8.1 垂直方向の近接通過頻度 

図５に各月の垂直方向近接通過頻度の計算

結果を示す。横軸は月を、縦軸は近接通過頻度

を示す。図中には(4)式で計算した Nx
r(e)の値も

示した。  
６．近接通過頻度の計算方法 2000 年 2 月 24 日に垂直間隔基準が 2000 ft か

ら 1000 ft に短縮された。2000 ft の垂直重畳確

率 Pz(2000)は Pz(1000)に比べて 4 桁程小さく[6]、

Nx
z2000(o)は無視でき、垂直間隔基準短縮後の

Nx
z2000(s)は Nx

z1000(s)の 2 倍程度であったため、

垂直間隔短縮後の Nx
z2000(o/s)は無視した。 

横方向の近接通過回数は、図３に示すよう

な２本の経路（経路対）に対して計算する。同

一ルート上の隣り合う FIX 間の領域をルート

セグメント（RS）と呼ぶ。経路の分岐・合流

がある場合には、各ルートセグメントの通過機

数は必ずしも等しくならない。そこで、図のよ

うに経路対を分割し、(3)式で Nx
y(o/s)を求めた。 

図５で Nx
z2000(o)は 1997 年 5 月下旬以降極端

に小さくなっているが、これは図２のように各

ルートの飛行方向が変更されたためであろう。

それ以降の Nx
z2000(e)および Nx

z1000(e)を見る限り、

月毎の変動は大きいところで 0.02［機／飛行時

間］程である。Nx
z1000(s)の値は 0.04［機／飛行

時間］程で顕著な増加や減少の傾向は窺えない。 

垂直方向の場合は、ルートセグメント毎に分

割して、同様の計算を行った。 
近接通過の有無は、一対の航空機の各 FIX

の通過時刻をもとに算出した。この際、次のよ

うに処理をした。 



 
図４ １日の平均飛行時間 

 

 

図５ 垂直方向近接通過頻度の変化 
 

 

図６ 100NM 間隔の横方向近接通過頻度の変化 



 

図７ 50NM 間隔の横方向近接通過頻度の変化 
 

 

8.2 横方向の近接通過頻度 

 1998 年 4 月 23 日に横間隔基準が 100 NM から

50 NM に短縮された。横方向の場合は、垂直

方向の場合と異なり 100 NM の横方向重畳確率

Py(100)は Py(50)の 1/3 程度[7]でしかないため、

横間隔基準短縮以降も Nx
y100(o/s)は無視できな

い。このため、横方向の衝突危険度 Nay は次式

のように計算すべきと指摘されている[5],[8]。 
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図６に 100NM 間隔の横方向近接通過頻度の

計算結果を示した。Nx
y100(s)は Nx

y100(o)に比べ

て一桁から二桁小さな値となっている。

Nx
y100(o)は横間隔基準短縮の頃から一時減少す

るがその後 2000 年 2 月までは増加傾向にある。

2000 年 2 月の垂直間隔基準短縮の後、2000 年

9 月までは 0.15［機／飛行時間］程に減少する

が、それ以降 0.2～0.3［機／飛行時間］程の値

を取っている。月毎の変動が激しく、ある月で

は 0.1［機／飛行時間］程の変化があるが、顕

著な増加や減少の傾向は窺えない。 
尚、2002 年 2 月の横方向近接通過頻度の値

は、この月に FIX 位置が同じ名前のまま移動

し、煩雑な計算が必要となるため、今回は時間

の都合で割愛した。 
図７に 50NM 間隔の横方向近接通過頻度の

計算結果を示した。Nx
y50(s)は 1998 年 5 月から

2000 年 2 月まで 0.02［機／飛行時間］程、

2000 年 3 月以降は 0.01［機／飛行時間］程で

大きな変化はない。Nx
y50(o)は垂直間隔基準短

縮の数ヶ月前から急激に増加し、短縮後は短縮

前の 1/2 程の値 0.01～0.07［機／飛行時間］で

緩やかに変動している。垂直間隔基準短縮後の

顕著な増加や減少の傾向は見られない。 
Nx

y50(o)の短縮前の急激な増加の原因の究明

については、今後の課題としたい。 
 
8.3 近接通過頻度の統計値 

 表２に 2000 年 3 月から 2003 年 1月までの値

を一纏めにした場合の各近接通過頻度の統計値

を示す。括弧内は 2000 年 10 月～2003 年 1 月

を纏めた値を示す。Nx
z1000(s)は平均値に比べ

標準偏差が小さく安定していることが分かる。 

 

表２ 各近接通過頻度の統計値 

    （2000 年 3月～2003 年 1 月） 

      単位はすべて［機／飛行時間］ 

 



表３ ルート毎の近接通過頻度の推定値 
   （2002 年 11 月の FDP データによる） 

 

 

8.4 ルート毎の近接通過頻度 

 表３に、2002 年 11 月のデータによるルート

およびルート対毎の近接通過頻度の推定結果を

示した。図５～図７から、この月の値は 2000
年 3 月以降の中で、比較的大きな値になってい

ることが分かる。 
R220-A590 に対する Nx

y100(o)は 0.4166［機

／飛行時間］と他に比べ大きな値となってい

る。これは、西行き便の約 7.5 割が R220 を、

東行き便の約７割が A590 を飛行している[10]

ことが原因である。R220、A590 の Nx
z1000(s)

からもその影響を窺うことができる。 
 
９．まとめ 

1996 年 1 月 1 日から 2003 年 1月 31日までの

7 年 1 ヶ月分の飛行計画情報を用いて、月毎に

横方向および垂直方向の近接通過頻度を計算し、

その長期的変化を調べた。その結果、次のこと

が分かった。 
(1) 飛行時間は緩やかな増加傾向がみられた。 

(2) 横方向、垂直方向近接通過頻度とも、2000
年 3 月以降、顕著な増加や減少の傾向は窺

えない。 
(3) 2000 年 3 月以降の 50NM 間隔の横方向反

航近接通過頻度は 2000 年 2 月以前のそれ

の 1/2 程になった。 
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